
様式１

会計 款 項 目
評価書
番号

事　　業　　名

一般 12 3 1 1 水政事業

一般 12 3 1 2 水防事業

一般 12 3 1 3 河川・水路等維持管理事業

一般 12 3 1 4 河道等安全確保緊急対策事業

一般 12 3 2 1 河川整備費

一般 17 1 14 1 下水道事業会計操出金

[　下水道河川　局]

令和６年度事業評価書　目次



様式３

款 項 目一般会計下水道河川局

事
業
計
画

事
業
実
績

水政事務費（河川企画課）

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 水政事業

所管区局・課 12 03 01

政策・施策 政策番号 9 施策番号 4 評価書番号 1

事業概要

河川・水路占用許可、水路改廃、油等の浮遊物処理などの河川・水路の適正管理及び市民との協働による美化活動
を進め、河川愛護意識の醸成を図るとともに、市民協働による川づくりをすすめます。

細事業の分析

①

・なじまな
い

水政事務費（河川企画課）の執行及び河川に係る全国会議の調整等を行います。

13 13 13 13 13

件 実績 12

単位 想定 12 13

10

会議参
加件数

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

2,036 2,327 291

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

負担の
公平性

効率性・経済性

旅費の増など

５年度２年度 ３年度 ４年度

事業実績

10 10

歳出予算科目

分析
結果

決算 84,539 86,446 1,907

河川企画課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



5回 5

妥当性

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・該当なし

事業実績

年度 ２年度 ３年度

実績 5

想定 95 95 95 95

６年度

３局発注の当番年でなかったため

７年度

96

河川環境啓発事業

４年度 ５年度

単位 想定 5 5 5 5 5

591 ▲ 787

分析
結果

・維持
・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

団体

・該当なし

5

5 5

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

95

４年度 ５年度

実績 95 96 95

②

イベント業務委託の増

４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

10,484 14,635

８年度

客観的指標に
基づく分析

水辺愛
護会団
体数

4,151

単位 95

水辺愛護活動支援

水辺愛護会の活動補助金支給を行うとともに、川づくりコーディネーター制度による川づくり
活動を実施します。

細事業事業量

95

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
河川愛護意識の醸成を目的とし、水循環基本法で定められた「水の日」や国が指定した「河川
愛護月間」に合わせた啓発活動、および環境教育出前講座をはじめとする各種啓発事業を実施
します。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,378

・規則・方
針

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等不
可

・求めるべ
きではない

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

啓発事
業実施
回数

決算

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度

・求めるべ
きではない

・委託等不
可

年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 水政事務費（河川管理課）

想定

想定

６年度 ７年度 ８年度

単位

増減説明

決算

年度 ４年度 ５年度

実績

タクシー使用増と過年度過誤納還付の増による

河川管理課で必要となる事務経費です。

④

事
業
計
画

細事業名称 雨水調整池の利活用

細事業概要 意見募集を踏まえながら、雨水調整池の土地の一部を利活用します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

0 0 0

・委託等不
可

・該当なし

箇所

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

細事業事業量

1

00

1 1

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度 ８年度

単位 1

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・規則・方
針

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・負担は適
切である

・維持

利活用
雨水調
整池数

事
業
実
績

細事業費
（千円） 977 1,196 219

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

決算

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 0 0

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

指標

2 1 1

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・該当なし
・なじまな
い

・測ること
はなじまな
い

・条例

(2)実施手法



％

100

・該当なし
・なじまな
い

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし

100 100 100

実績 100 100

・目標設定
になじまな
い

実績 99 99 99 98

単位

分析
結果

・規則・方
針

・該当なし

４年度 ５年度 ６年度 ７年度

⑥

事
業
計
画

細事業名称 河川・水路占用許可費

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 9,760 56,001 46,241

細事業事業量 年度 ２年度

妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

⑦

事
業
計
画

細事業名称 河川・水路事故対応費

細事業概要 河川・水路において水質事故等発生した際に対応します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

40,406 44 ▲ 40,362 沈船撤去工事実績がなかったため

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度

増減説明

決算

100

100

８年度

想定 100 100 100

指標

単位 想定 98 98

河川・水路占用許可をシステムを使用して管理し、占用料を徴収します。

Edge対応のためシステム改修額増

占用料
収納率
（件
数）

事故
対応率

％

・なじまな
い

(1)実施主体 (2)実施手法

６年度 ７年度 ８年度３年度 ４年度 ５年度

98 98 98 98 98

市民ニーズ 実施根拠

実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

・委託等不
可

・委託等の
拡大不可



・該当なし
・求めるべ
きではない

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0 0 0

1

件 実績 0 0

補助
件数

単位 想定 1 1 1 1

細事業事業量 年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

13,841 5,763 ▲ 8,078 河川水路台帳補正等の減

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度

単位 120 120

細事業名称 雨水貯留浸透施設整備支援費

細事業概要
法改正に伴う新たな補助制度により、民間事業者が設置する雨水貯留浸透施設の整備に係る費
用の一部を補助します。

⑧

事
業
計
画

事
業
実
績

５年度

決算

６年度 ７年度

件 実績 103 93 90 91

・測ること
はなじまな
い

・条例 ・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・該当なし
・なじまな
い

細事業名称

⑨

事
業
計
画

２年度

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

120 120 120

河川・水路資産管理費

細事業概要 水路改廃に伴う調査及び登記や台帳補正等により河川・水路の資産管理を行います。

細事業費
（千円）

水路改
廃
件数

120

分析
結果

８年度

想定

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

120

客観的指標に
基づく分析

客観的指標に
基づく分析

・委託等の
拡大不可

・委託等不
可

・法律・政
令



(1)実施主体 (2)実施手法

551

巡回点
検施設
件数

単位 想定 650 650 650 650 650 650

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・規則・方
針

・該当なし
・一部委託
が可能

・民間のノ
ウハウや人
材等の活用
が可能

・なじまな
い

⑩

事
業
計
画

細事業名称 会計年度任用職員人件費

細事業概要 雨水調整池巡回点検業務を行う会計年度任用職員を雇用します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 5,656 5,888 232

650

人件費増による

６年度 ７年度 ８年度

実績 635 630 632

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

件

客観的指標に
基づく分析

・目標設定
になじまな
い



様式３

款 項 目一般会計下水道河川局

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

　市域に存する河川や一般下水道に起因する洪水等による浸水被害の軽減や、市民が水と親しむことができる親水拠
点における水難事故の未然防止のため、市民に向けて広く一般公開している「横浜市水防災情報」のページにより、
河川水位情報、河川カメラ画像情報の安定的な提供を行います。
　また、大雨時に水害を防止するために土木事務所で使用する水防資器材の備蓄整備等を行います。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

土木事務所の水防活動に供する、土のう袋・スコップ等の用具購入及び水防倉庫の修繕等

土のうステーション設置による増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

水防倉庫等資機材費

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 水防事業

所管区局・課 12 03 01

政策・施策 政策番号 34 施策番号 3 評価書番号 2

事業概要

18 18 18 18 18

箇所 実績 18

単位 想定 18 18

18

水防倉
庫数

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

3,602 4,377 775

・該当なし
・目標を概
ね達成

18 18

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 71,034 65,594 ▲ 5,440

河川企画課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



1箇所数

・委託等の
拡大不可

1

32 33 33 33

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 36,232

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 1

想定

1

８年度６年度 ７年度

33

樋門操作

４年度 ５年度

単位 想定 1 1 1 1 1

1,328 0

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

台

1 1

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

33

４年度 ５年度

実績 32 33 33

②

38,791 単価増による増

水防機
器管理
数（水
位計）

2,559

単位 33

水防機器管理

水位計・河川監視カメラ・親水拠点警報装置の更新、点検、修繕 等

細事業事業量

33

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・維持

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 大熊川電動樋門の保守管理

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,328

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

電動樋
門

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度 ８年度



⑤

事
業
計
画

細事業名称 水防広報

市内小学校を対象としたチラシの作成・配布、及び水防講座周知チラシの配布を実施し、小学
生の水難事故防止、河川に対する防災意識の醸成につなげます。

365 365 364 364想定

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 158 194 36 単価増による増

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

啓発チ
ラシ配
布数

単位

増減説明

364 364

決算

年度 ４年度 ５年度

365 364実績

364

④

事
業
計
画

細事業名称 水防災情報システム等運用

細事業概要 水防災情報システム及び土木情報システムの運用

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

26,238 20,904 ▲ 5,334 多言語化等システム改修の減

・委託等の
拡大不可

・該当なし

回

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

1,000,000 1,000,000

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

-

決算

８年度

単位 1,000,000

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・増える

閲覧者
の推移

細事業事業量

校

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 1,706,529 1,846,413

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

365

指標

356

- 1,000,000 1,000,000

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

分析
結果

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等の
拡大不可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・増える
・規則・方
針

(2)実施手法

1,000,000

1,548,879



分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等の
拡大不可

・該当なし

単位 想定 10回程度 10回程度

回 実績 13 15 16 14

⑥

事
業
計
画

細事業名称 水防安全対策

細事業概要 大雨や不測の事態による河川等の応急対応

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 3,476 0 ▲ 3,476 災害発生減による減

細事業事業量 年度 ２年度

水防警
報発令

数

指標 妥当性 事業実績
効率性・経済性

負担の
公平性

・求めるべ
きではない

(1)実施主体 (2)実施手法

６年度 ７年度 ８年度３年度 ４年度 ５年度

10回程度 10回程度 10回程度 10回程度 10回程度

市民ニーズ 実施根拠

客観的指標に
基づく分析



様式３

款 項 目

決算 779,484 924,056 144,572

差引（増減）

長寿命化計画見直し等による増

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

・増える
・法律・政
令

分析
結果

決算

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

63,908 73,771 9,863

・該当なし
・目標を概
ね達成

歳出予算科目

増減説明

・委託等不
可

・該当なし

河川企画課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度

4 4

4 4 4 4 4

施設 実績 4

単位 想定 4 4

4

施設数

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 河川・水路等維持管理事業

所管区局・課 12 03 01

政策・施策 政策番号 38 施策番号 1 評価書番号 3

事業概要

　本市管理の河川及び遊水地、雨水調整池、水路等の維持管理を行うものです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

ポンプ排水型遊水地の運転管理・電気機械設備の長寿命化計画に基づく日常的な維持管理及び
点検整備を実施します。

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

ポンプ排水型遊水地維持管理

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

下水道河川局 一般会計



８年度

災害復旧等による増

土木事務所実績等による減

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

131,112

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

水路延
長

600

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
水路の除草・樹木剪定・伐採等・堆積土砂掘削・護岸補修・洗堀対策・管理用通路修繕・防護
柵修繕等の維持管理を実施します。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 386,068

・条例 ・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

河川数

▲ 39,928

単位 31

河川維持管理

河川の除草・樹木剪定・伐採等・堆積土砂掘削・護岸補修・洗堀対策・管理用通路修繕・防護
柵修繕等の維持管理を実施します。

細事業事業量

31

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・増える

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

600 600

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

31

４年度 ５年度

実績 31 31 31

②

600

８年度６年度 ７年度

31

水路維持管理

４年度 ５年度

単位 想定 600 600 600 600 600

490,792 104,724

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

河川

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 600

想定 31 31 31 31

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 171,040

・委託等不
可

600ｋｍ



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

322

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

決算

分析
結果

８年度

(2)実施手法

321

322

施設

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 316 319

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

146

指標

546

315 320 320単位

94,065

客観的指標に
基づく分析

事
業
実
績

細事業事業量

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・増える

施設数

細事業事業量

土木事務所要望等による増

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

想定

細事業費
（千円） 30,706 計画改定等による増

323 324

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

315

④

事
業
計
画

細事業名称 流域貯留浸透施設維持管理

細事業概要
雨水調整池・流域貯留浸透施設の除草・樹木剪定・伐採等・堆積土砂掘削・巡回点検・設備保
守点検防護柵修繕等の維持管理を実施します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

127,761 134,317 6,556

・委託等不
可

・該当なし

施設

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

対象箇
所数

単位

増減説明

546 546

決算

年度 ４年度 ５年度

546 546実績

546

⑤

事
業
計
画

細事業名称 予防保全型維持管理

水路及び雨水調整池を保全計画に基づき、点検・補修等の維持管理を効果的かつ効率的に行う
事で計画実施期間中における対象施設の機能維持を目的として実施します。

146 546 546 546想定

63,359



様式３

款 項 目一般会計下水道河川局

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

計画的な河道等の土砂掘削を推進するものです。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

河道の浚渫等による安全確保延長約14ｋｍを達成します。

新規事業のため

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

堆積土砂掘削

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 河道等安全確保緊急対策事業

所管区局・課 12 03 01

政策・施策 政策番号 34 施策番号 1 評価書番号 4

事業概要

0 1.4 1.4 1.4 0

ｋｍ
実績 0

単位 想定 0 0

2.0

安全確
保延長

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし・増える
・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

0 50,000 50,000

・該当なし
・目標を上
回った

0 0

歳出予算科目

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

決算 0 50,000 50,000

河川企画課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）



様式３

款 項 目河川事業課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 2,722,801 2,585,979 ▲ 136,822

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

0 137

増減説明

決算

・委託等不
可

・該当なし
・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

387,936 528,763 140,827

・該当なし
・目標を概
ね達成

147 0 259 229 33

ｍ 実績 0

単位 想定 0 188

103

護
岸
整
備

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 河川整備費

所管区局・課 12 03 02

政策・施策 政策番号 34 施策番号 1 評価書番号 1

事業概要

　気候変動に伴い激甚化・頻発化する風水害に対し、河川の氾濫をできる限り防ぎ、市民の安全・安心を確保し、
生命・財産や都市機能を守るため、早急に流域全体のあらゆる関係者が一体となって取り組む流域治水を推進する
必要があります。
　護岸整備率が低い河川の未改修区間における浸水被害を防ぐため、護岸整備に集中的に取り組むとともに、河川
施設の老朽化対策を図るための河川メンテナンス事業についても推進する必要があります。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

今井川、帷子川において、護岸改修、橋梁新設等を行います。

事業進捗による増

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

大規模特定河川事業

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

下水道河川局 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

護
岸
整
備

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要 日野川ほかにおいて、護岸改修、用地取得等を行います。

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 341,330

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

護
岸
整
備

▲ 291,905

単位 370

都市基盤河川改修事業

時間降雨量50mm対応として、今井川、帷子川、阿久和川ほかにおいて、護岸改修、用地取得等
を行います。
また、時間降雨量60mm対応の整備を目指し、取組を進めます。

細事業事業量

533

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

1,452,527 工事費の減

30 40

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

532

４年度 ５年度

実績 291 165 191

②

28

８年度６年度

工事費の減

７年度

215

準用河川改修事業

４年度 ５年度

単位 想定 71 23 118 0 10

206,241 ▲ 135,089

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

ｍ

・該当なし
・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 59

想定 311 170 154 192

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 1,744,432

・委託等不
可

6260ｍ



市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等不
可

・該当なし
・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

(2)実施手法

1

1

分析
結果

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体

施設

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

実績 0 2

客観的指標に
基づく分析

細事業概要

2

指標

2

0 1 1

決算

８年度

単位 1

客観的指標に
基づく分析

差引（増減）

・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・求めるべ
きではない

・測ること
はなじまな
い

流
域
貯
留
施

設

細事業事業量

1 1

６年度 ７年度

増減説明

４年度 ５年度

0

④

事
業
計
画

細事業名称 流域貯留浸透事業

細事業概要 既存の雨水調整池の改良を行います。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

156,738 990 ▲ 155,748 工事費の減

・委託等不
可

・該当なし

箇所

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

想定

事
業
実
績

細事業費
（千円） 92,365 116,113 23,748 事業進捗による増

細事業事業量 年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度

河
川
管
理
施

設

単位

増減説明

3 3

決算

年度 ４年度 ５年度

2 2実績

2

⑤

事
業
計
画

細事業名称 河川改良・老朽化対策事業

ポンプ排水型遊水地や護岸の長寿命化を図る事業等を行います。

2 2 3 3想定



客観的指標に
基づく分析

(1)実施主体 (2)実施手法

６年度 ７年度 ８年度３年度 ４年度 ５年度

- 31 31 31 31

市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

・求めるべ
きではない

指標

⑥

事
業
計
画

細事業名称 河道等安全確保対策事業

細事業概要 河川・水路・雨水調整池等に堆積した土砂の掘削や、繁茂した草を除草します。

事
業
実
績

細事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 0 281,345 281,345 新規

細事業事業量 年度 ２年度

河川数

単位 想定 - -

河川 実績 - - - 31

分析
結果

・増える
・法律・政
令

・該当なし
・目標を概
ね達成

・委託等不
可

・該当なし



様式３

款 項 目経理課

事業決算額

事業費
（千円）

年度 ４年度 ５年度 差引（増減）

決算 41,816,949 37,903,093 ▲ 3,913,856

客観的指標に
基づく分析

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績
負担の
公平性

効率性・経済性

分析
結果

歳出予算科目

38,364,812 40,558,614

増減説明

決算

・委託等不
可

・事務改善
が可能

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

差引（増減）

(1)実施主体 (2)実施手法

40,558,614 36,810,166 ▲ 3,748,448

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

39,816,158 36,806,093 34,447,547 42,042,277 42,471,688

千円 実績 37,113,986

単位 想定 37,107,686 38,372,177

36,810,166

繰出額

令和６年度 事業評価書

令和５年度事業名 下水道事業会計繰出金

所管区局・課 17 01 14

政策・施策 政策番号 34 施策番号 99 評価書番号 1

事業概要

総務副大臣通知「地方公営企業繰出金について」等に基づき、下水道事業会計への繰出金（雨水処理経費・行政的
経費等）について計上します。

細事業の分析

①

・求めるべ
きではない

地方公営企業繰出金について等に基づき、雨水処理に要する資本費（減価償却費・支払利息
等）及び維持管理費に相当する額を繰り出します

雨水処理に要する維持管理費の減等

年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度

事
業
計
画

事
業
実
績

３条基準内

６年度 ７年度 ８年度

年度 ４年度 ５年度

細事業名称

細事業概要

細事業費
（千円）

細事業事業量

下水道河川局 一般会計



８年度

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

客観的指標に
基づく分析

６年度 ７年度

事
業
実
績

細事業費
（千円）

細事業事業量

繰出額

③

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要
地方公営企業繰出金について等に基づき、平成12年度までに許可された下水道事業債（特例措
置分）の元利償還金に相当する額等を繰り出します

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 542,725

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

・委託等不
可

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

客観的指標に
基づく分析

繰出額

▲ 36,501

単位 711,718

３条基準外

繰出基準に定めるもののほか、行政目的を達成するために負担している経費に相当する額を繰
り出します

細事業事業量

685,186

年度 ２年度 ３年度

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

指標 市民ニーズ 実施根拠 妥当性 事業実績

効率性・経済性
負担の
公平性

(1)実施主体 (2)実施手法

679,109 海外水ビジネス展開支援事業費の減等

103,156 91,971

事
業
計
画

細事業名称

細事業概要

事
業
実
績

細事業費
（千円）

708,657

４年度 ５年度

実績 634,368 614,536 715,610

②

661,660

８年度６年度

特例措置分等元金の減

７年度

679,109

４条基準内

４年度 ５年度

単位 想定 986,852 661,660 542,725 413,818 106,221

413,818 ▲ 128,907

分析
結果

・測ること
はなじまな
い

・法律・政
令

・該当なし
・目標設定
になじまな
い

千円

・事務改善
が可能

・求めるべ
きではない

年度 ２年度 ３年度

実績 986,852

想定 634,368 614,536 715,610 679,109

年度 ４年度 ５年度 差引（増減） 増減説明

決算 715,610

・委託等不
可

413,818542,725千円
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